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土地利用基本計画
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自然環境保全法

農振法 自然公園法
都市計画法

自然環境保全区域

農業振興地域
都市計画区域 自然公園区域

地域森林計画対象民有林
国有林

森林法

土地利用基本計画の役割（イメージ）

規制白地地域

重複地域
（調整指導方針）

地域横断的施策
Ex. 景観、防災
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出典：第57回兵庫県国土利用計画審議会参考資料を基に国交省作成
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・地域再生法
・集落地域整備法
・都市再生特措法
・エコまち法 等

都市・集落再編関係

・生産緑地法
・土壌汚染対策法
・廃棄物処理法 等

その他

・砂防法
・地すべり等防止法
・土砂災害防止法
・津波防災地域づくり法
・急傾斜地法 等

災害防止関係

・道路法
・都市公園法
・下水道法
・河川法
・港湾法 等

インフラ整備関係

・景観法
・鳥獣保護管理法
・特定植物群落等の情報
（生物多様性センター）
・文化財保護法
・古都保存法
・都市緑地法 等

景観・自然文化保護関係

その他土地利用に関する法令等

農業地域

農用地等の確保等に関する
基本指針（農水大臣決定）

農業振興地域整備基本方針
【農業振興地域の指定】

農用地区域内の開発許可

農業振興地域整備計画
【農用地区域の設定】

都市計画区域の整備、開発
及び保全の方針(※）
【区域区分決定】（※※）

国

都市計画法 農振法 森林法 自然公園法 自然環境保全法

土地利用基本計画

即して

国土利用計画（都道府県計画）（※策定任意）

基本として

県

県

国土利用計画（全国計画）（閣議決定）

基本として

国

県

市
町
村

都市地域

開発許可

都市計画に関する基本方針

【地域地区指定（一部）】

【地域地区指定】

開発許可（一部）

森林地域

地域森林計画

林地開発許可
保安林内の土地形質変更の許可

市町村森林整備計画

全国森林計画

地域別の森林計画（国有林）

保安林指定

保安林指定（重要流域・国有林）

自然公園地域

公園計画（国立・国定公園）

国立公園・国定公園の指定

工作物新築等許可
届出審査

県立公園の指定（条例）

工作物新築等許可
届出審査

自然環境保全地域

自然環境保全基本方針
【自然環境保全地域の指定】

土地の形質変更等の許可

自然環境保全地域の指定
（条例）

土地の形質変更等の許可

（参考）土地利用に関する制度体系（主なもの）
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※：一部政令市に権限あり。※※全ての政令市に権限あり。



【機密性２】
土地利用基本計画における総合調整とその実現

総
合
調
整

【県庁内での調整】

産業部局

環境部局 農林部局 県土整備・河川部局

都市整備部局 文化財部局

企
画
部
局

諮問協議

市町村

意見聴取

※協議先は８府省

国の行政機関 県国土審

• 土地は限られた資源＝都道府県土全域にわたる土地利用の誘導・規制のグランドデザインの必要

• 広域的・分野横断的な調整の必要性

• 人口減少（開発需要低下）下における土地利用の再編

土
地
利
用

の
課
題

県土地利用基本計画

• 各部局・各主
体との調整の
結果

• マスタープラ
ンとして機能

計画の実現 4

土地利用の
モニタリング

開発行為の
適合基準

利用目的
審査

予算・税制条例・要綱個別法



【機密性２】

制度本来の意義・必要性： 総合的な地域空間計画を一元的に再編成し、土地利用の総合的かつ
基本的な方向付けを行うことにより、各種の土地利用計画の総合調整を果たすこと

土地利用基本計画制度の課題について

5
現行制度を補完する仕組み（庁内調整会議、開発指導要綱等）
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有効に使っている例

制度運用上の課題として指摘されている事項
変更手続について

• 計画図は個別法の後追いとなっているとの意見の一方、総合調整の機会として
有効との声も

• 国への協議については、計画図変更の際等個別法の手続と重複する等の場合
には一部事後報告を認める等の弾力的な運用を検討してはどうかとの意見も

• 手続に時間がかかる（開発案件への影響を懸念）

実効性について

• 計画に実効性が伴っていない
（履行手段が不十分）という意
見の一方、指針として有効で
あるという意見も

土地利用の総合調整の手段としての計画のあり方について

• 他の仕組みで土地利用の総合調整が行われている場合は、策定を任意化すべき
• 開発圧力の低下により、そもそも五地域区分の変更案件が減少

土地利用の
広域的調整・
分野横断的
調整が必要

土地利用上の今日的・今後の課題

新たな開発需要への対応
• 高速道路インターチェンジ・新設新幹線駅周辺

• 再生可能エネルギー発電関連施設等

• 定住環境整備のための開発と既存ストックの活用等の調整

人口減少社会における国土の適切な管理のあり方の構築

• 都市のコンパクト化、都市機能等の中心部や生活拠点等への誘導
• 低・未利用地の有効活用
• 荒廃した農地や必要な施業が行われていない森林への対応

持続可能で豊かな土地利用の実現
• 自然環境保全・再生・活用
• 地域の個性ある景観の保全、創出

災害等に対応するための安全を優先的に考慮する国土利用への転換
• より安全な国土利用への誘導（より安全な地域への居住の誘導 等）

土地利用の広域的調整・分野横断的調整が必要

その他
• 土地利用の再編に伴う五地域に
属さない規制白地地域の発生
への対応



【機密性２】
土地利用基本計画の活用例（１）

土地利用の課題への対応（計画書の記載例）

（１）土地利用の基本方向
• 低・未利用地の有効利用促進、郊外部の拡散的な開発の抑制、大規模集客施設の立地など特定の土地利用
が他の土地利用に及ぼす影響の広域性に配慮した地域間の適切な調整

• 災害に脆弱な地域における適切な土地利用の制限や土地利用転換
• 県土利用の総合マネジメントのため、県・市町村・事業者の役割を位置づけ

（２）特に調整を要する地域における留意事項等
• 太陽光発電施設設置事業等による大規模な森林地域等の土地利用転換につき、
周辺地域を含めた土地利用・自然条件等の調査を踏まえ、安全性確保、二酸化炭
素吸収等森林の公益的機能の維持、景観等に配慮した適正な土地利用を図る

• 厳しい開発制限を伴う市街化調整区域に比べ、隣接した土地利用規制の緩やかな
地域においては開発圧力が高まることが予想されるため、隣接する地域の間で一
体的な土地利用が図られるよう都市的利用と農業的利用等の調整を行い、厳格な
規制・誘導を伴う適正な土地利用を図る

• 市街化区域又は用途地域以外の
都市地域と農用地区域以外の農
業地域とが重複する場合は、原
則として、農用地としての利用を
優先

• 地域の実情に応じた優先順位や
誘導の方向を位置づけ
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※各都道府県の土地利用基本計画書の記載例（要約）

（３）重複地域の土地利用に関する調整方針

出典：第57回兵庫県国土利用計画審議会参考資料を基に国交省作成

地域の実情に応じた優先順位づけの例（兵庫県）

出典：長野県土地利用基本計画

地域間の土地利用への対応の例（長野県）



【機密性２】
土地利用基本計画の活用例（２）

運用上の工夫・活用

（１）総合調整の工夫
• 庁内に要綱等に基づく土地利用調整に係る会議体を設置。メンバーは５地域関係課の他、40課室に渡る例も
• 上記会議・派生会議は、土地利用基本計画変更時の他、大規模開発案件審査等の際に活動
• 重複地域の土地開発案件審査においては、重複地域の土地利用に関する調整方針を活用
• 計画書変更の際は、市町村等からの意見聴取を案策定段階から複数回に渡り実施
• 計画図変更の際の意見聴取につき、該当市町村のみならず隣接市町村からも聴取する例も

（４）計画図の活用
• 開発案件審査の際に活用、他の地図情報との重ね合わせ等を通じて土地利用に関する施策調整に活用
• 市町村都市計画マスタープラン等他の計画策定の際の資料として活用

（３）土地利用のモニタリング・ＰＤＣＡを実施
• 土地利用のモニタリング・ＰＤＣＡを実施、都道府県国土利用計画審議会等へ報告（※国土利用計画（都道府県
計画）を基本に行う場合も）

出典：平成27年度第１回大阪府国土利用計画審議会資料（参考資料２）

（２）開発行為の適合基準として位置づけ
• 開発指導要綱等において、開発行為の適合基準の一つとして土地利用基本計画を位置づけ
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（参考）土地利用基本計画の機能（事務局整理）
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・ 都道府県における土地利用に関する基本的
な方向づけを行う計画

土地利用に関するマスタープラン機能

【例：A県の土地利用基本計画書目次（抜粋）】
第１ 土地利用の基本方向

１．県土利用の基本方向

（１）基本理念

（２）土地利用に関する課題とその対応

２ ．土地利用の原則

３ ．各地域別の土地利用の調整方針

４ ．各地区別の土地利用の基本方向

第２ 五地域区分の重複する地域における土地利用

に関する調整方針

総合調整機能

A県土地利用基本計画

・ 都道府県行政内部における個別規制法の諸計画に対
する総合調整（広域的調整、分野横断的調整）

【例：A県庁内での調整】

産業部局

環境部局 農林部局 県土整備・河川部局

都市整備部局 文化財部局

企
画
部
局

諮問協議

市町村

意見聴取

・ 都道府県を５地域に
区分し、一枚の図に
表示（総覧性）

情報プラットフォーム機能（計画図）
・ 都市計画法、農振法等の個別規制
法に基づく諸計画に対する上位計画

・ 土地取引に対して直接的、開発行為
に関して個別規制法を通じて間接的
に、規制の基準としての役割

土地利用の規制に関する措置等

※協議先は８府省

※全国の計画図は
インターネット上
に公開されてお
り、誰でもアクセ
ス可能。

http://lucky.tochi.mlit.go.j
p/Newlucky/default.aspx

国の行政機関 県国土審

空港

○○農業地域

○○農業地域


